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2D23 インキュベーション 施設における 支援成果の分析 
一 Ksp の事例 一 

0 菅原岳人 ( 東大経済学 ) 

1. はじめに る 。 なお、 3 期の分類は KSP の任意の分類であ るた 

かながわ サ イェンスパーク (KSP) とは、 ㈱ 0 ケイ ェ め、 冬期の期間の 長さは異なることには 注意が必要 
スピーを運営主体とする 1989 年 11 月に開業した 日 であ る。 

本 最大のハイテク・インキュベータであ る。 1QP は、 2.1. 第 12 臥 1987.10 ～ 1994.3.3D 

2 ㏄ 2 年 11 月時点で入居企業総数 1 ㏄ 祇う ち退去 済 第 1 期の中心人物は、 技術者の間で「発明の 神様」 

み 1 ㏄ 補 という膨大な 支援実績と、 お ょそ U4 年の と言われていた 当時の 0 射 ケイェスピ一の 副社長 A 

インキュベート 事業の中で様々に 支援方針を変化さ 氏で、 支援方針は「厳重審査、 濃 享 支援」であ っ 7% 「 厳 
せているという 2 つの大きな特徴を 持っている。 重客益の中身は A 氏が選び出した 特許技術をもと 

健 P は現在自らの 支援方金十の 変化を 3 期に分類する に、 A 氏が個人的に 連れてきた経営者を 社長にして 

ことで説明している。 しかし KSP のインキュベート 起業させようとする 特許ビジネス 戦略、 「濃厚支援」 

担当者に詳細なインタビュ 一調査を行った 結果、 各 の中身は 、 Ⅰ @SP が支援企業に 対し事業開発委託とい 

期 においても企業によって 異なる部屋、 審査基準、 ぅ 形で資金を提供し、 3 年後成果 禾用 契約 1 を結んで 

支援策が適用されていることが 分かった。 本稿では 出資額の 1.3 倍を目安に回収しようとするものであ 

それらの 4% 劫 的な要素を整理し、 KSP の入居企業を っ億 実質的に「   濃厚支援」された 企業は 

その支援方針の 違いによって 13 種類に分類し 7% 第 1 期入居企業余 49 社中 12 社だけで、 残りの 37 

本稿の目的は、 KSP が 13 種類にも細かく 支援万 社に対しては 貸しオフィスを 提供しただけであ った 

針を変えていることをインキュベーションのひとつ が、 技術的にも資金的にも 考えうる最高の 条件をそ 

の 「実験」であ ると捉え、 各支援方針を 分類する要素 ろえたインキュベーションであ ったと言える。 

が インキュベーションの 成果に及ぼす 影響を調べる 2-2. 第 23%1994.41 ～Ⅰ㏄ 7.1. お ) 

ことで、 この「 実 駒の結果を明らかにすることであ 第 2 期の支援方針は 第 1 期から 180 度 鰍奥 した、 

る 0 最初は支援をせ - 尹 、 成長の度合いに 応じて必要な 支 

援 なしていく「簡易審査、 段階的支援」であ った。 そ 

2. 時期によって 異なる支援方金十 の際中心人物となったのが、 当時部長であ った B 氏 

使 F のインキュベート 方針は時期によって 異な であ る。 B 氏のインキュベート 方針は、 金銭的な支 

り 、 その支援方針の 変遷は大きくは 3 期に分けられ 援はほとんど 行わず、 自社オフィスを 持ち、 売上で 

る 。 支援方針の 変 ィヒの原因となっているのは、 主に 資金繰りを回せるといった 規模の企業を 多く排出す 

健 pp の経営上の間 額 であ り、 変更後の支援方針は 交 ることであ った。 具体的には、 完全な個室であ る 従 

伏 したインキュベーションの 中心人物のポリシ 一に 乗 の スタートアップルームの 他に、 一部屋をパーテ 

依存する。 つまり一貫性を 持った変化ではなく、 中 

心 人物の交代によって 断続的に変化しているのであ 
  成果が出ない 限り返済義務はなかっ ね 
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ィ ションで区切って 分けたシェアードオフィスを     入居企業の成否を 分ける要因分析 

眩 年 12 月から導入し、 創業したての 企業は一旦、 ン 3-1. 重 回帰分析 

エ アードオフィスに 入居し、 あ る程度成長してから 庵 P に入居したことのあ る企業のうち、 1989 年 8 

スタートアップ 乃ケ - ム に 移るという流れ               月から 2 ㏄ 2 年 10 月までに退去済みの 全企業Ⅰ㏄ 社 
であ る。 についてデータをもとに、 KSP の審査基準 提共 す 

2.3.  第 3%1 ㏄ 7.1 ～ ) る支援の中で 事業成功に関わる 変数を抽出し、 重日 

第 3 期になると、 支援方針は「創業支援」、 「成長文 帰 分析の手法を 用いて入居企業の 成否を分ける 要因 

援 」、 「起業家育成」を 三本柱とする「ト 一タル支援」 を検証しょうと 試みた。 

に 転換される。 そして支援の 重点は「創業支援」から 入居企業が退去する 時、 KSP はその成長度合いに 

「成長支援」に 移り、 投資事業組合を 設立して積極的 よって主に主観的に、 成功、 現状維持、 失敗と 3 段 

にキャピタル・ゲインを 狙 う ことを目指すよ う に な 階の評価をつけている。 本分析では 被 説明変数とし 

っ ねここでの中心人物はインキュベート 事業グル て 「成功Ⅸ助を 用いる。 また、 前章で述べた 3 期の 

一プ 責任者に就任した C 氏であ った，第 3 期の初期 支援方針の分類は「個室Ⅸの」、 「創業初期Ⅸ り 」、 「 バ 

は 第 3 次ベンチャーブームで 入居希望企業が 急激に ック Ⅸ め 」、 「特許やあ ) 」、 「Ⅱりの意思㏄ 0 」、 「業務 

増加したので、 「成長支援」に 重点を置くといっても、 支援Ⅸ 肋 、 「事業開発 委き毛 0%) 」といった審査基準 や 

実際は シ エアードオフィスを 増やしより多く 入居で 支援策の要素によって 更に細かく 13 分類に分け ろ 

きる よう にした。 ただし、 入居合業の選抜について れる。 これらの要素加え、 個別の企業に 対して提供 

は 、 基本的に単なる 立ち上げが目的の 企業は入居さ されているため 各分類の特徴としては 抽出できない 

せず、 株式公開の意思があ る企業しか入居させなく がインキュベーションの 成果に関わる 可能性のあ る 

なっていた。 資金的支援の 3 要素、 「 KSP の出資Ⅸの」、 「 KSP の 

以後、 2 度の社長交代で 細かい支援方針の 変更は 融資Ⅸ 11) 」、 「投資事業組合 億 12) 」を説明変数として 
あ ったが、 現在も C 氏を中心人物としてインキュ ベ 用いる。 これらの 変 幼時文 当 する場合「 1 」、 該当しな 

一 ションを続けている。 ぃ 場合「 0 」の値をとるものとする。 13 分類と分類の 

基準となる要素は「表 1 」にまとめ れ 

  2 0 0         4%  8       

キ 3 0           7 品 3       

期   4 0  0         ㍻ 3       

5@ 0@ 0         瑚 5       

6 0@ 0         湖 Ⅰ     49 

        鰍 ]     偶           瑚 6   5 %   

9 0@ x 0 x       。 ㎝ 5       

10@ x@ Q         ㎝ 0   9 幻   

        獅 Ⅰ       蕃坤朋 ⅡⅠ 12  x 0 O X         弓 6       

13@ 0@ x         鰍 3       
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3.2. 事業の成否を 分ける要因 

「成功」を 被 説明変数、 そのほかの変数を 説明変 

数として、 変数増加法及び 変数減少法を 用いて 重 回 
帰分析を行った 変数選択基準は、 変数増加法が F 

茎 0 ． 05 で投入、 変数減少 法が F 茎 0 ． 1 て ㍉除去であ る。 

その結果は「表 2 」のようになっ 忠 

重回帰分析の 結果。 「成功Ⅸ助に 有意な正の関係 

があ る変数は「個室Ⅸ 2) 」、 「投資事業組合Ⅸ 11) 」、 

「 KSP の融資Ⅸ 10) 」の 3 つであ り、 有意な負の関 

係 があ る変数は「事業開発委託 0 め ) 」であ った，この 
うち正の関係があ る 3 変数は、 これらの支援があ っ 

たから成功率が 上がったのではなく、 成功する確率 

が高そうな企業だったからこれらの 支援を行ったと 

考えるほうが 正しい可能性があ る。 というのは、 ISP 

への インタビュ一の 中で「 KSP が㍼資をした 

から成長したと 言 う 実感はない」と 述べていたり、 大 

手の VC が投資を決定してから 便乗するケースがあ 

るからであ る。 また、 「成功Ⅸ 1) 」と負の関係があ っ 

た 「事業開発委託 0%) 」は、 成功すると判断して 投資 

したが結果として 失敗したケースと 考えられる。 つ 

まり、 初期評価が高い 企業に個室を 与えたり、 資金 

的な支援を行っているのであ る。 ここから推測され 

ることは、 KSP は意識していないが、 退去時点の評 

価と @ 期りに審査の 段階もしくは 入居後短期間の 間に 

入居企業に対して 将来の成長度合いを 見込んだ評価 

をつけているのではないかということであ る。 この 

ことは 4 変数を「図 1 」のように整理してみるとよく 

分かる。 「図 lj は KSP は初期評価が 高いほどコスト 

をかけた支援を 提供しているとの 推測から帰納的に 

作成したもので、 この初期評価を 本稿では「菅原によ 

る初期評価」と 呼ぶこととする。 菅原による初期評価 

は 3 段階に分かれており、 評価の高い頃 に「 働 、 「 良 』、 

「 可 」となっている。 「 優 」は資金的支援を 受けた企業、 

「 良 」は資金的支援は 受けていないが 個室にはじめか 

ら入居した企業、 「 可 」は資金的支援もなく シ エアー 

ドオフィスに 入居した企業であ る。 

「図 1 」を見ると初期評価が 高い企業ほど 成功率が 

高くなっている。 これは KSP の審査能力の 高さを表 

していると言えるだろう。 また、 1 田社の退去企業 

データがあ ってはじめて 可能になったことであ るが、 

「菅原による 初期評価」チャートを 用いれば、 KSP が 

入居企業をど う 初期評価するかによって、 事前に成 

功確率を予測することすらできると 言える。 つまり、 

入居企業の成功率はインキュベータ 側がどれだけ コ 

ストをかける 気になるかに 相関するのであ る。 
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3-3.  Wr@@@7)](D@(DW. 

重 回帰分析において「成功Ⅸ川に 有意な影響の 

あ った変数は 4 種類で、 残り 6 種類の変数は 有意な 

影響を与えていないことが 分かっ ね 以下ではその 

中で「業務支援Ⅸ 8) 」の効果について 検証する。 「業務 

支援 0 ⑧」は KSP が提供している 支援の中で最も 企 

一 604 一 



業の経営や事業戦略に 影響を与えると 思われる変数 

であ る。 しかし「成功Ⅸ 1) 」と「業務支援Ⅸ肋の 相 

関係数を見ると 0 ． 026 とほほ無相関に 近、 、 これ ノま 

インタビュ一の 中で KSP は「業務支援の 中身は周辺 

業務のサポートが 主で、 マネジメントを 左右するよ 

うなアドバイスなどはできていない」、 「事業がうま 

くいっていない 企業ほど業務支援に 時間を割かなけ 

ればならない」と 言っており、 それを反映している 

可能性があ る。 「菅原による 初期 評凧と 業務支援さ 
れている企業の 関係を見てみると、 襯 平価が「 良 」 
の企業は側 がが 業務支援されているが、 「 優 」の企業 

は 3 割程度であ 失 「 可 」の企業はそもそも 業務支援 

していない。 これは KSP が初期評価「 良 』の企業の中 

に本当に業務支援が 必要な企業が 含まれていると 考 

えて支援していることを 表している。 そこで、 初期 

評価「良二の 企業 75 社のみについて「成功Ⅸ 1) 」と「業 

務支援Ⅸの」のクロス 衰分析を行っ プ しその結果、 「成 

功」と「業務支援」の 間には 5% 水準ではやはり 有 

意 な相闘お 忍 められなかっ ね しかし業務支援して 

いない企業の 成功率はおよそ 拍 % であ るのに対して、 

業務支援しているはずの 企業の成功率はおよそ 25% 

であ っねこの結果から 言えることは、 IQP はうま 

く行っていない 企業ほど業務支援に 時間を取られて 

い ると思われるが、 その支援は成功率を 上げるには 

至らなかったということであ る。 

ぬ蒔 ・， 拘 ． ，釣 

4. 理想的なばずのリニアモ デ / Ⅱまことごとく 失敗し 

た 

健 P の歴史の中で 最も理想的なインキュベーシ 

ョンをしていたのは 第 1 期であ る。 第 1 期は研究開 

発から拡販まで 一気にインキュベートするリニアモ 

デル を ] 理想形として、 技術的、 資金的には最高の 条 

件を用意してい 広 「厳重審査、 濃厚皮緩された 企 

業 12 社の内特に最初の 7 社は、 選 U も㏄ ， れた特許、 

健 P がスカウトした 社長、 事業開発委託による 1 社 

平均 1 億円程度の資金的支援を 墓に事業が立ち 上げ 

られ、 しかも入居企業の 資金的なリスクを 軽減する 

ために成果が 出ない う ちは返済義務さえなかっ 宍 も 

しかし 3 年支援して 7 年で回収することを 想定して 

いたこの 7 プロジェクトは 、 3 プロジェクトは 製品 

プロトタイプも 法人化もできず、 4 プロジェクトは 

巨額の資金を 投じて出来上がった 商品がほとんど 売 
れないなどの 結果に終わったため、 投資額のほとん 

どを回収できないまますべて 失敗に終わった 

この失敗の理由を KSP は、 「技術開発は 成功した 

が、 商品開発にまでは 到達しなかった」ため、 と分析 

している。 これは技術的には 有望であ ったとしても、 

それが必ずしも 市場で受け入れられる 商品になると 

は限らないことを 示している。 市場性の見極めを 誤 

っては、 資金をいくら 投入しても事業は 成功しない 

のであ る。 これらの経験は、 今後のインキュベータ 

のあ り方に大きな 示唆を与えるものであ ろう。 
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